
介護予防・日常生活支援総合事業の事業再構築に係る見直しについて

※

※

※

　現　　状

多様なサービスを創出できていない。指定事業者による従前相当サービスを主に提供していることにより、総合事業事業費は交付
金対象事業費上限額額を超過し増加してきた。

　見直し後

多様なサービスを創出し、指定事業者による従前相当サービスから移行させて行くことにより総合事業事業費を逓減させる。

事業対象者、要支援1・2認定者は、主に通所型サービスＣ（短期集中予防サービス）に振り分け、自立した日常生活を取戻すこと
を支援する。

65歳以上の高齢者

(要介護1～5以外の高齢者)

事業対象者、要支援1・2

要介護認定・チェックリスト

〇通所型サービスＡ

（緩和した基準による）

指定事業者によるサービス

・運動向上デイサービス

・ミニデイサービス

〇通所型サービス

（従前相当）

指定事業者によるサービス

〇訪問型サービス

（従前相当）

指定事業者によるサービス

従前相当のサービス 多様なサービス

・住民主体の通いの場

（任意団体）

地域で任意団体が行う通

いの場

利用

65歳以上の高齢者

(要介護1～5以外の高齢者)

事業対象者、要支援1・2

要介護認定・チェックリスト

〇通所型サービスＡ

（緩和した基準による）

指定事業者によるサービス

・運動向上デイサービス

・ミニデイサービス

〇通所型サービス

（従前相当）

指定事業者によるサービス

〇訪問型サービス

（従前相当）

指定事業者によるサービス

〇訪問型サービスＢ

（住民主体による支援）

ボランティア主体による

サービス

簡単な生活援助

〇通所型サービスＢ

（住民主体による支援）

ボランティア主体による

サービス

週1回以上の定期開催、利

用希望者の受入れ

〇訪問型サービスＣ

（短期集中予防サービス）

保健・医療の専門職による

居宅での相談指導等

〇通所型サービスＣ

（短期集中予防サービス）

保健・医療の専門職によ

る生活機能を改善するため

の運動器の機能向上や栄養

改善等のプログラム

従前相当のサービス 多様なサービス

〇リハビリテーション専門職同行訪問

（地域ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ活動支援事業）

リハビリ専門職が地域包括支援センター

に同行して利用者宅を訪問し、生活環境

を評価

〇訪問型サービスＤ

（移動支援）

ボランティア主体

通所型Ｂ・Ｃ、通いの場等へ

移動手段のない利用者を送迎

・住民主体の通いの場

（任意団体）

地域で任意団体が行う通

いの場

移動困難者の移送

利用

一般介護予防

一般介護予防

見直し

評価・目標設定

減 減

２

多様なサービス 多様なサービス

一般介護予防


